


グリーン購入ネットワーク（GPN）は、海外におけるグリーン市場の開拓やグリーン購入の取り組み促進により、日本の環境配慮型製品の普及や環境負荷削減につなげるために、2005年に国際グリーン購入ネットワーク（IGPN）を設立し、アジア11ヶ国・地域にグリーン購入ネットワーク組織を立ち上げ、主に各国の公共調達におけるグリーン購入の導入に向け、ワークショップや研修等を実施してきました。
現在GPNでは、GPN会員企業の皆様がGPNの国際事業に参加できる機会を増やし、魅力的な内容とするために、これまでの活動内容の見直しを行っております。そこで、活動内容の見直しに活用するために、環境配慮型製品の国際展開に関する現状ならびにご意向についてアンケート調査を実施することと致しました。
ご多用中誠に恐縮ではございますが、9月30日（火）迄に下記のアンケートへのご協力をお願い申し上げます。

グリーン購入ネットワーク（GPN）　国際委員会

問１．貴社は、貴社製品（サービス・技術を含む）を海外へ輸出・販売、あるいは現地での製造・販売をされていますか。あてはまるもの一つに○を付けてください。

	１
	海外へ輸出・販売している
	⇒問２へお進みください

	２
	今はしていないが、今後輸出・販売したい
	

	３
	海外で製造し、現地で販売している
	

	４
	今はしていないが、今後現地で製造・販売したい
	

	５
	海外へ輸出・販売していない
	⇒問８へお進みください


問２．貴社は、海外に拠点（支店や営業所、駐在事務所、工場等）がありますか。あてはまるもの一つに○を付けてください。
	１
	ある
	⇒問４へお進みください

	２
	既に拠点があり、今後さらに拠点を拡大したい
	⇒問３へお進みください

	３
	今はないが、今後開設したい
	

	４
	ない
	⇒問４へお進みください


問３．問２で「既に拠点があり、今後さらに拠点を拡大したい」あるいは「今はないが、今後開設したい」とお答えになられた方に伺います。今後拠点を開設したいと考えている国・地域として、あてはまるものに全てに○をつけてください。
	１
	インドネシア（※）
	15
	ブータン

	２
	インド（※）
	16
	ブルネイ

	３
	韓国（※）
	17
	ベトナム（※）

	４
	カンボジア
	18
	香港（※）

	５
	北朝鮮
	19
	マレーシア（※）

	６
	シンガポール（※）
	20
	ミャンマー

	７
	スリランカ
	21
	モンゴル

	８
	タイ（※）
	22
	ラオス

	９
	台湾（※）
	23
	中東地域（トルコ、サウジアラビア等）

	10
	中国（※）
	24
	大洋州（オーストラリア、ニュージーランド等）

	11
	ネパール
	25
	北米地域（アメリカ、カナダ）

	12
	パキスタン
	26
	中南米地域（メキシコ以南のアメリカ大陸国）

	13
	バングラデシュ
	27
	ヨーロッパ地域

	14
	フィリピン（※）
	28
	アフリカ地域


※各国の地域分けは、外務省ホームページ（http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html）での分け方に沿っています。
※（※）の付いている国・地域は、グリーン購入ネットワーク組織のある国・地域です。
問４．問１で「海外へ輸出・販売している」及び「今はしていないが、今後輸出・販売したい」とお答えになられた方に伺います。環境配慮型製品を輸出し、海外で販売する上で課題となっている要因について、あてはまるもの全てに○をつけてください。

	１
	現地における環境配慮型製品のニーズや市場規模が分からない
	⇒問５へお進みください

	2
	海外の動向等の情報を入手する手段がない
	

	３
	自社の環境配慮型製品をアピールする機会・手段がない
	

	４
	海外の環境ラベル等の環境配慮基準が専門的で難しい
	

	５
	海外の環境ラベル等の環境配慮基準が日本の基準と異なり、海外向けに別の仕様で製品を製造する必要があり、非効率となっている
	

	６
	現地にグリーン購入を促す仕組みがない
	

	７
	現地製品に対して価格が高い
	

	８
	海外で拠点がない
	

	９
	拠点をつくる上でカウンターパートが分からない
	

	10
	その他
	

	11
	環境配慮型製品を輸出・販売していない
	


問５．問１で「海外へ輸出・販売している」及び「今はしていないが、今後輸出・販売したい」とお答えになられた方に伺います。環境配慮型製品の輸出・販売を進展させるために、どのような支援が必要と考えられますか。必要と考えられるもの全てに○をつけてください。
	１
	グリーン購入ネットワーク組織（アジア地域に11ヶ国・地域）のある国等における環境配慮型製品のニーズや市場規模に関する情報提供
	⇒問６へお進みください

	２
	主要な国・製品分野の環境配慮基準・規制に関する情報提供
	

	３
	現地の調達担当者向け研修会等による、調達者の育成
	

	４
	調達担当者向け研修会等での、自社の環境配慮型製品のＰＲ
	

	５
	商品情報データベース等を通じた、環境配慮型製品のＰＲ
	

	６
	現地のカウンターパートに関する情報の入手
	

	７
	海外での展示会・商談会への出展支援
	

	８
	現地関係者（政府機関、GPN組織、環境ラベル団体等）との会合開催
	

	９
	現地の調達担当者等との会合、ビジネスマッチングイベントの開催
	

	10
	その他
	


問６．海外の市場動向や製品の輸出・販売等に関して、普段どのような媒体から情報を入手されていますか。あてはまるもの全てに○をつけてください。

	１
	新聞、雑誌
	⇒問７へお進みください

	２
	JETRO、JICA、中小企業庁等のホームページ、メールマガジン等
	

	３
	業界団体
	

	４
	自社もしくは業界団体の現地法人、営業所等
	

	５
	コンサルタント会社
	

	６
	インターネットサイト〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
	

	７
	その他
	

	8
	情報収集をしていない
	


問７．環境配慮型製品の国際展開に関するご意見、ご要望、今後の課題等がございましたらご記入ください。

	


●回答団体について
本アンケートの回答団体についてご記入ください。
	貴団体名
	

	部署名
	
	担当者氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	Eメール
	

	組織
	あてはまるもの一つに○を付けてください。
１
大企業

12

中小企業
※中小企業とは、中小企業基本法第2 条に該当する企業のことです。

	業種
	あてはまるもの一つに○を付けてください。
１
水産・農林

12

鉄鋼
23

その他金融

２

鉱業

13

非鉄製品
24

証券

３
建設
14

金属製品
25
保険

４
食料品
15

機械
26
不動産

５

繊維製品
16

電気機器
27
陸運

６

パルプ・紙
17

輸送用機器
28
海運・空運

７

化学

18

精密機器
29
倉庫・運輸

８

医薬品
19

その他製品

30
通信

９

石油・石炭
20

卸売業

31
電機・ガス

10

ゴム製品
21

小売業

32
サービス

11

ガラス・土石製品
22

銀行

33
その他

　


以上でアンケートは終わりです。ご協力ありがとうございました。
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